
ふくしまの復興に向けた取組等について

2022年6月6日
福島県

福島県
復興シンボルキャラクター
キビタン

資料2-2
第39回復興推進委員会(2022-06-06)

福島県資料



ふくしま復興の重要課題

○ 震災・原発事故から１１年が経過したが、複合災害は現在進行形であり、福島の復興はいまだ途上。
○ このような中、令和元年東日本台風や令和３年福島県沖地震に加え、本年３月にも福島県沖を震源と
する地震の被害に見舞われるなど、度重なる困難に直面し、県民の心は折れかねない状況。

○ 復興に向けては、今後も困難で長い闘いが続く一方、震災から１０年という節目の年が過ぎ、風化が
進むことも懸念。

 復興のステージが進むにつれて生じる新たな課題も含め、複雑・多様化する課題に対応するため、
現場主義を徹底し、課題に応じたきめ細かな対応が不可欠。

 特に、国におかれては、
● 特定復興再生拠点区域外への対応
● 福島国際研究教育機構の具現化
● ＡＬＰＳ処理水の処分に係る責任ある対応

などの課題について、引き続き、必要な取組を進めていただきたい。



○ 特定復興再生拠点区域について、今月１２日に葛尾村において、帰還困難区域としては初めて居住に向けた避難指示解除を予定しており、
大熊町及び双葉町においても、避難指示解除に向けた取組が進められるなど、復興に向けた歩みは着実に前進。

○ 特定復興再生拠点区域外については、昨年８月に示された政府方針に基づき、住民の意向確認や除染の手法・範囲等の具体化、帰還意向
のない住民の土地・家屋等の扱いなどの残された課題について、地元自治体の意向を十分に踏まえながら、帰還困難区域全ての避難指示解
除に向けて、国が最後まで責任を持って取り組んでいただきたい。

○ 福島イノベーション・コースト構想を更に発展させるため、福島国際研究教育機構が司令塔機能としての役割を果たすことが重要。
○ 福島ロボットテストフィールドや東日本大震災・原子力災害伝承館など、これまで整備した拠点を活用し、産業創出や人材育成、交流人
口の拡大に一層取り組んでいく必要。

避難地域の復興・再生

帰還困難区域

避難指示が
解除された区域
特定復興
再生拠点区域

福島イノベーション・コースト構想
の推進

解除の目標
準備宿泊開始・

開始目標

葛尾村 令和４年６月１２日（予定） 令和３年１１月３０日

大熊町 令和４年春頃 令和３年１２月 ３日

双葉町 令和４年春頃 令和４年 １月２０日

浪江町 令和５年３月 令和４年秋頃

富岡町 令和５年春頃 令和４年 ４月１１日

飯舘村 令和５年春頃 令和４年秋頃

避難地域の復興・再生ふくしま復興の重要課題

解除時期 区分 市町村 居住率
－ － 広野町 90.1%

平成26年 全域解除 田村市（都路地区） 84.5%
平成27年 全域解除 楢葉町 62.5%

平成28年
一部解除 葛尾村 34.4%
全域解除 川内村 82.4%
一部解除 南相馬市（小高区等） 58.8%

平成29年

全域解除 川俣町（山木屋地区） 49.0%
一部解除 浪江町 11.5%
一部解除 飯舘村 29.9%
一部解除 富岡町 15.7%

平成31年 一部解除 大熊町 3.6%
令和2年 一部解除 双葉町 －



避難地域の復興・再生

原子力発電所事故への対応

○ ５５の国と地域で行われていた県産食品の輸入規制について、現在は１４に縮小。本年２月の台湾での規制緩和に続き、５月にはイギリ
スが輸入規制の撤廃を表明したところであり、更なる輸入規制の撤廃に向けた働き掛けや、正確な情報発信に取り組んでいく必要。

○ ＡＬＰＳ処理水の問題は、福島だけではなく日本全体の問題。これまで風評払拭に向けて懸命に取り組んできた県民の努力が水泡に帰す
ことのないよう、国におかれては、昨年末に策定された行動計画に基づき、万全な対策に取り組んでいただきたい。

○ 福島復興の大前提である東京電力福島第一原子力発電所及び福島第二原子力発電所の廃炉作業の完遂には、今後も長い期間を要する。安
全かつ着実な実施が不可欠。

○ 中間貯蔵施設について、国は責任を持って、２０４５年までの県外最終処分に向け、最終処分地の選定などの具体的な方針・工程を早期
に明示し、一つ一つの取組を目に見える形で進めていただきたい。

風評払拭・風化防止対策

避難地域の復興・再生ふくしま復興の重要課題



避難地域の復興・再生

主な政策と成果指標（抜粋）
▶ 計画に掲げる指標設定を前計画196項目から276項目（４割増）へ

SDGsの18番目の目標として
「複合災害からの福島復興」
を加え、世界に向けて発信

新しい福島県総合計画

○ 本年４月からスタートした新しい「福島県総合計画」においては、取組の成果を示す指標の数を大幅に増やし、目標の実現に向けて挑戦
を続けるとともに、福島復興再生特別措置法に基づく「福島復興再生計画」の取組などを着実に実行し、その成果を一つ一つ形にしていく
ことで、皆さんに復興を実感していただくことが重要。

○ また、未曽有の複合災害からの復興と急激な人口減少に直面する福島の取組は、ＳＤＧｓそのもの。福島オリジナルの１８番目の開発目
標として「複合災害からの福島復興」を加え、世界に向けて発信。

避難地域の復興・再生避難地域の復興・再生ふくしま復興の更なる推進に向けて
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